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Ⅰ　はじめに
　近年、グローバル化の進展に並行して、国
際法の規律対象が国内法秩序に密接に関連す
る分野へとますます及ぶようになり、それと
同時に、国際法を適用して紛争に対する判断
を行う国際裁判所（例えば国際司法裁判所：
以下、ICJ）においても、必然的に当事国の
国内法制度に踏み込んだ判決を下す事例が散
見されるようになっている。このような事例
において自国の行為の違法性を認定された当
事国は、この違法行為に由来する国家責任の
解除として、問題となっている国内法制度上
の措置の改廃や、場合によっては裁判のやり
直しをといった対応をとる必要に迫られた（1）。
しかし国際法上、判決後にそのような国内法
上の行動を強制する制度は事実上存在せず、
判決内容の実現については、当該国による自
発的な履行に期待せざるを得ないのが現実で
ある。
　特にそのような場面において、国際法はそ
の履行について国内法秩序の援助を必要とす
る場合も多く、その過程において国内裁判所
を含む国内機関が実際に国際法上の義務の履
行に関する行動をとる機会も増加している（2）。
このような傾向は、国際法と国内法の連結
（articulation）であるとも表現される（3）が、上
述のように、国際法の内容が国内の問題に密

接に関連することが多くなっている現代にお
いて、このような連結はなおさら重要となる。
　しかし最近になり、特に国際裁判所判決の
履行という局面において、このような国際法
と国内法の連結にヒビを入れるとも捉えられ
る現象が散見される。すなわち、国際裁判所
の判決によって国内法令または国内裁判所の
判決が国際法に違反することを認定され、当
該国内法令の改廃または国内裁判のやり直し
を命じられた国の国内裁判所が、当該国際裁
判所判決に従うことが特に自国憲法の基本原
則に抵触するとして、国際裁判所判決の履行
を拒否するというケースである（4）。
　このような国内裁判所による対応は、「対
抗限界（counter-limit/controlimiti）」論と称
される理論を適用したものである（5）が、後述
するように、国際法平面において国際法は国
内法に優位するという「国際法の優位」の観
点からは簡単に肯定することのできないもの
である。他方でこれを国内法の側から見た場
合にはまた異なる評価が出来よう。すなわ
ち、条約であれば当該条約を批准する前に自
国憲法を含む国内法令との兼ね合いが議論さ
れ、場合によっては留保を付すなどの回避策
をとることが許容されているが、国際裁判所
の判決については事前にその内容を詳細に予
見することは難しい。それゆえ、この国際裁
判所の判決によって命じられた行動が、各国
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法の中でも核となる（とされる）重要な（憲
法上の）原則と矛盾する場合に、後者を優先
させることは、憲法の守護者たる国内裁判
所、特に国内憲法裁判所の矜持を示すもので
あるとも評価されるのである（6）。
　このように、一方で国際法の優位、他方で
国内法の基本原則が相克する時に国内裁判
所が適用する「対抗限界」論は、多様に評
価されうるものであるが、この問題に関し
て、欧州連合司法裁判所（Court of Justice of 

European Union：以下、CJEU）が2017年12
月に下した先決裁定（preliminary ruling）は、
当該裁定を付託したイタリア憲法裁判所の決
定と相まって、「対抗限界」論に対する国際
裁判所側の反応を示すものとして興味深い。
無論、このような CJEUの先決裁定はあくま
でも EU法の文脈におけるものであり、そこ
で示された論理は必ずしも一般性を持つもの
ではないが、その点を差し引いても、他の国
際裁判所の判決等に関する他の国内裁判所の
実行について検討を行う際の一つの手がかり
となると思われる。
　以上のような問題意識から、本稿では以下
Ⅱにおいて「対抗限界」論の定義や近年見ら
れるその射程の拡大を明らかにし、Ⅲにおい
て、上述の2017年の先決裁定とそこに至るま
でのイタリア憲法裁判所の対応を整理する。
そしてⅣにおいて、Ⅲで検討した事例から見
いだせる問題点についての検討を行った上
で、これらの事例から導かれる問題が、特に
ICJ判決との関係で「対抗限界」論が適用さ
れた事例においても同様に論じうるものか、
あるいは ICJ判決との関係ではまた異なる問
題が生じるのか、といった点を明らかにし、
その限りにおいてではあるが、国際法の優位
と各国法の基本原則の相克を乗り越えるため
の理論構築の可能性を探ることを試みる。

Ⅱ　「対抗限界」論の定義と射程

 1 ．「対抗限界」論の定義と沿革

　本稿における検討の主たる素材となる CJEU

の先決裁定の精査に先立ち、本稿で問題とす
る「対抗限界」論についての説明が必要とな
る。「対抗限界」論とは、「憲法秩序の基本原
則及び不可譲の人権」という限界をもって、
超国家的法秩序、場合によっては国際法秩序
の形成・維持に付随する国家主権の制限に対
抗することができるという理論である（7）。
　この「対抗限界」論は、1970年代以降イタ
リア憲法裁判所において示されてきたもので
あり、元々は EU法（本稿では時期を問わず
EU法と称することとする。）の規制が国内
憲法の基本原則を中心とした「至高の諸原
則」に適合しないと判断される場合に、この
ような規制を国内法秩序から排除することを
可能とする理論として判例上構築されてきた
ものである（8）。このような理論はイタリア憲
法第11条（9）で規定されている「主権の制限」
を限界づけ、憲法の基本原則をもってこれに
対抗することから、「対抗限界」と称される。
このような理論がイタリア憲法裁判所におい
てどのように構築されてきたのかについては
既に詳細な先行研究が存在する（10）ため、こ
こで詳述することはしないが、本稿との関係
では、この「対抗限界」論の射程の拡大傾向
について触れておく必要がある。以下セク
ションを変え、この点を説明する。

 2 ．「対抗限界」論の射程の拡大

　上述のように、国内裁判所によって適用さ
れる「対抗限界」論は、これまでイタリアに
おいて EU法との関係で議論されてきたもの
であるが、近年これが EU法の文脈を離れ、
条約や国際慣習法との関係でも適用されてい
る。後にも触れるが、イタリア憲法裁判所は
2014年の判決238号（以下、238号判決）にお
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いて、2012年の国家の裁判権免除事件 ICJ判
決（11）によって示された主権免除に関する国
際慣習法の国内的効力を、自国憲法の基本原
則との抵触を理由に否定し、また同 ICJ判決
の履行のための2013年法および ICJ判決全般
の遵守義務を定めた1958年法も、2012年の
ICJ判決に従うことを義務付ける限りにおい
て、同様の理由で違憲無効であると判断して
いる（12）。このような判断の根拠となったの
が、イタリア憲法の最高原則として提示され
た、人権の不可侵性を規定するイタリア憲法
第 2条と、裁判を受ける権利（出訴権）を規
定する第24条であった。
　この238号判決については、このように憲
法の最高原則を盾に ICJ判決の履行を拒否し
た点を捉え、少なくとも2013年法および1958
年法を違憲無効とした点は、「対抗限界」論
を適用して違憲審査を行ったものであると評
価されている（13）。また、238号判決も含め、
国内憲法を理由とした CJEU以外の国際裁判
所判決の、イタリア以外の国による履行拒否
の事例を「対抗限界」論の適用であると評す
る研究もある（14）。このようなことからも、
上述の「対抗限界」論が、イタリア一国の問
題であるとも、また EU法との関係において
のみ適用されるものであるとも限らないとい
うことは言えるであろう（15）。
　しかし、このような「対抗限界」論は国内
裁判所による一方的な判断であり、特にこれ
を実際に適用した238号判決に対しては批判
も少なくない。言うまでもなく、国際法上、
各国は自国の国内法を理由に国際法上の義務
の履行を免れることはできない（16）。先に触れ
たように、国際法平面においては国際法が国
内法に優位し、国内法を理由とした国際義務
の履行拒否は国家責任を発生させるという意
味での「国際法の優位」の観点からは、この
ような「対抗限界」論による判決の履行拒否
は容易に支持することはできないのである（17）。
まして、国際社会における法の支配の実現に

おいて、紛争が国際法に基づいて平和的に解
決されることは欠かすことのない条件であ
り（18）、その観点から、「対抗限界」論の適用
は、国際紛争の平和的解決という理念や、あ
るいは国際法そのものに対する信頼を揺らが
せるものであるとも評価される（19）。
　他方で、このような「対抗限界」論の適用
を、単に一国による国際裁判所に対する抵抗
であり、国際違法行為であると断罪すること
が妥当であるかは一度立ち止まって考える必
要がある。なぜなら上述のように、現実にこ
のような実行がごく一部の国の裁判所による
単発的な実行に限られていないからである。
　その点から考えれば、これらの事例は、本
稿の最初に述べたような国際法秩序と国内法
秩序の連結において必然的に生じているひず
みであるとも捉えられ、それゆえその意義と
して、上述のような伝統的な「国際法の優位」
の妥当性に疑問符を突きつけ、将来に向けて
その修正を迫るものと評価できるのかが問わ
れるべきであろう（20）。この点について現時
点で明確な答えを示すことは困難であるが、
以下で検討する2015年の CJEU先決裁定、そ
の先決裁定と自国憲法の齟齬を指摘し、改め
て CJEUに先決裁定を求めたイタリア憲法裁
判所の決定、そしてそれを受けた CJEUの新
たな先決裁定という一連の事例は、このよう
な問いに対する答えを考える際の素材を提供
するものであり、注目される。したがって、
以下Ⅲでは、これらの事例について検討を
行っていくこととする。

Ⅲ　欧州連合司法裁判所とイタリア憲法裁
判所の交錯

 1 ．Taricco I 事件2015年 CJEU先決裁定（21）

　本件は、イタリア国内においていわゆる付
加価値税（以下、VAT）カルーセルと呼ばれ
る詐欺行為を行ったとして起訴された
Taricco他 6名の被告人についての刑事裁判
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に関するものであり（22）、当該被告人を適切
に処罰する EU法上の義務が問題とされた。
　EU法との抵触が問題とされた国内法規定
は、イタリア刑法第160条および第161条の公
訴時効に関するものであった。すなわちこれ
らの規定によれば、時効の中断があった場合
にも、時効期間の延長は当初の期間の 4分の
1にあたる期間に限り認められるとされてお
り（23）、付託裁判所によれば、イタリアにおい
て本件で問題となっているような詐欺行為に
対しては複雑な捜査が必要とされ、予審段階
で相当な時間が経過するため、本件被告人を
含めほとんどの場合、事実上免訴（impunity）
となってしまうことが通常であった（24）。
　付託裁判所は当該国内法規定に関連して 4
つの観点から EU法との関係についての先決
裁定を求めた（25）が、先決裁定で判断された
のは、 3つ目の問題である「2006年11月28日
の共同体指令 2006/112/ECにおいて網羅的に
列挙されている例外に不法に例外を追加した
ものか」という点であった。
　CJEUは2015年の先決裁定（以下、Taricco 

I裁定）において、この 3つ目の問題を、付
託裁判所が言及していた指令2006/112/ECに
加えて、より一般的に EU条約第 4条 3項お
よび EU運営条約第325条の問題であるとし
た。そして、加盟国は運営条約第325条の観
点から、実効的かつ抑止的な措置を通じて
EUの財政的利益を侵害する違法行為に対処
することを義務付けられており、とりわけ自
国の利益を侵害する詐欺に対処するのと同じ
措置を EUの財政的利益を侵害するものに対
してもとることが義務付けられていると述べ
た（26）。その上で CJEUは、加盟国による VAT

の適切な徴収の重要性を確認し、そのため
に、そしてそれによって EUの財政的利益が
保護されるために、特に重大な VAT詐欺に
実効的かつ抑止的に対処するにあたって刑事
罰は不可欠であると述べ、加盟国による
VAT詐欺の処罰義務を導き出し（27）、さらにそ

のための措置は自国の財政に対するものと同
等のものでなければならないとした（28）。
　このように VAT詐欺に対処する加盟国の
義務を整理した上で CJEUは、「仮に国内裁
判所が時効中断についての国内法規定を適用
することにより、重大な詐欺に対して法に
よって定められた刑罰が確定判決によって科
される前に事件が時効を迎え、相当数の事件
において重大な詐欺行為が刑事罰を免れるこ
とになるのならば、EUの財政的利益を害す
る詐欺やその他の違法行為に対抗するために
国内法によって定められた措置は、実効的か
つ抑止的であるとは言えず、EU運営条約第
325条第 1項、財政的利益保護協定第 2条第
1項、EU指令2006/112に違反することにな
る。」とし、本件で問題となっているイタリ
ア刑法の時効に関する規定の適用が EU法に
違反する可能性を認めたのである（29）。さら
に CJEUは、イタリア自身の財政的利益に関
する詐欺について、EUの財政的利益に関す
るものよりも長期の時効が設定されていると
すれば、この点も上記義務に反することにな
ると加えている（30）。
　CJEUはこのように、問題となっているイ
タリア国内法規定が EU法に反する可能性を
認めた上で、さらに国内裁判所に対して、「仮
に国内裁判所が、問題の国内法規定が…EU

法の要請に合致しないと結論付けたなら、立
法その他憲法上の手続による当該国内法規定
の改廃を待たず、…当該規定の不適用によ
り、EU法が完全な効果（full effect）を持つ
ことを確保しなければならない」とし、国内
裁判所に対して具体的な行動（問題の国内法
規定の不適用）を求めたのである（31）。
　他方で CJEUは、今回の事例において問題
の国内法規定が不適用となれば、規定が適用
されていればほとんど科されなかったであろ
う罰を科すことになることに鑑み、特に欧州
基本権憲章第49条に規定される罪刑法定主義
と罪刑の均衡の原則との抵触の可能性につい
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て検討している（32）。この点について CJEU

は、基本権憲章第49条と同等の権利を保障す
る欧州人権条約第 7条に関する欧州人権裁判
所の判例にも言及しながら、問題の国内法規
定の不適用は基本権憲章第49条には反しない
と述べた（33）。
　以上のことから CJEUは、本件で問題とさ
れている時効に関する国内法規定は、以下の
場合には運営条約第325条第 1項、第 2項の
義務の履行に逆行する（adverse）効果を有
するとした。そのような場合とは、まず「当
該国内法が EUの財政的利益に害を与える相
当数の重大な詐欺に対して効果的で抑止的な
刑罰を科すことを妨げる場合」、そして、「EU

の財政的利益に関わるものより自国のそのよ
うな利益に関わるものに対して長い時効期間
を設定している場合」である。そして、この
ことは国内裁判所が証明しなくてはならない
ことであり、国内裁判所は必要な場合には問
題の国内法規定を適用しないことで、運営条
約第325条に完全な効果を与えなければなら
ないとしたのである（34）。

 2 ．イタリア憲法裁判所による先決裁定付託
決定

　この Taricco I裁定に対しては、裁定直後
から多くの問題点が指摘されていた。特に問
題とされていたのは、CJEUも言及した基本
的人権との関係であり、この先決裁定の合憲
性を問うために憲法裁判所に審査を請求する
べきだとの主張もなされていた（35）。その後こ
の主張は現実のものとなり、2015年 9 月18日
にはミラノ控訴院が、2016年 7 月 8 日には破
毀院がそれぞれ憲法裁判所に EU基本条約
（リスボン条約）の批准法である2008年法の
違憲審査を求め、憲法問題を憲法裁判所に付
託した（36）。
　憲法裁判所に付託したミラノ控訴院も破毀
院（以下、両裁判所を併せて「付託裁判所」
と表記する。）も、上記 Taricco I裁定でも触

れられていた重大な VAT詐欺事件の被告人
についての訴訟が係属しており、これらの被
告人に関する訴訟は、上記イタリア刑法第
160条、第161条が適用されれば、結審前に時
効を迎えることになるものであった（37）。そ
して上記先決裁定に基づけば、このような場
合国内裁判所は当該国内法規定を適用しては
ならないことになるが、付託裁判所はこのよ
うな CJEUの判断がイタリア憲法の最高原則
と両立しうるかについて疑問を抱き、憲法裁
判所に問題を付託したのである。
　このような付託に対して憲法裁判所は、
2017年の命令第24号において、過去の判例で
示され続けてきた「対抗限界」論を再確認
し、これに基づく Taricco I裁定の不履行を
示唆しながら、続けて、運営条約第325条に
基づく義務の範囲を確かめるために、CJEU

にさらなる明確化（certification）を求めるの
が適切であるとした（38）。
　そこで憲法裁判所は CJEUに明確化を求め
る問題の整理を行っている。まず、Taricco I裁
定は、時効に関する規則は手続的な性質のも
のであり刑法の法律主義（principle of legality）
の要請の範疇に含まれないとしているが、こ
の点は EU法による統一がなされていない分
野であり、加盟国は時効に関する規則を手続
的な性質のものとしても、実体的な性質のも
のとしても自由であると述べる。そして、
Taricco I裁定において CJEUは、欧州基本権
憲章の観点から時効に関する規則の不適用は
違法ではないと判断したが、その際、各国憲
法上の規則や伝統を、基本権憲章第49条より
も被告人にとって有利とするような性質のも
のであっても、適用してはならないとは述べ
ていないとする（39）。
　そして憲法裁判所は、Taricco I裁定とイタ
リア憲法の抵触について、同裁定で示された
運営条約第325条上の義務は、刑罰法規は明
確、詳細そして厳格に（stringent）定められ
ていなければならないという、刑法の明確性



23―　　―

国内裁判所による「対抗限界」論適用の国際法上の意義に関する一考察

の原則に反すること、そして裁判所の判断に
よって一定の条件の下での国内法規定の不適
用を求める同裁定の判断は権力分立の観点か
らも問題を含むとし、裁定で示された国内法
規定の不適用の義務がイタリア憲法に抵触す
ると判断した（40）。憲法裁判所はその上で、
CJEUが Taricco I裁定において、国内裁判所
がイタリア憲法の最高原則に反してでも運営
条約第325条から導かれる規則を適用しなけ
ればならないと考えていたのかについて確か
めなければならないとし、CJEUの判断を検
証する（41）。
　憲法裁判所によれば、CJEUは、問題の運
営条約上の義務のイタリア憲法の最高原則と
の整合性についての判断は国内裁判所が行う
ものとしており（42）、このような言述から、
運営条約第325条から導かれる規則は各国の
憲法的一体性と合致する場合にのみ適用さ
れ、それを判断するのは各国の権限ある機関
─イタリアの場合憲法裁判所─であるという
ことは CJEUも認めているとする。他方で憲
法裁判所は、以上の言述がイタリアの国家と
しての EU法違反の責任（liability）を変える
わけではないとし、この点を解決するのは立
法府の役割であると強調する（43）。
　そして憲法裁判所は、以上のような EU法
と自国憲法の関係は EU法の統一的適用をな
いがしろにするものではないとする。憲法裁
判所は、自身の判断は CJEUが述べた EU法
の解釈を否定するものではなく、あくまでも
国内法の問題であると述べた上で、基本権憲
章第53条に言及しながら、「EU法よりも高
次の保護を憲法によって与えることが EU法
の優位を全く犠牲にしないのであれば、その
ような保護を尊重することが EUにとっても
妥当である（proportionate）」と述べ、自身
の考えを正当化するのである（44）。
　さらに憲法裁判所は、刑罰法規が十分に詳
細でなければならないという原則の観点から
も CJEUの判断を疑問視する。すなわち、裁

判所の活動は明確な法によって規律されなけ
ればならず、また裁判所が新たな法を創造し
て処罰してはならないということは、大陸法
諸国の共通原則であり、基本権憲章第49条、
第52条第 4項からも導かれるものであるとこ
ろ、CJEUは運営条約第325条が無条件の結
果の義務であると述べながら、裁判所がたど
るべき道（path）を詳細に示してはいないの
であり、それゆえ CJEUの判断の基本権憲章
第49条との整合性も疑問視されるとするので
ある（45）。
　以上のことから憲法裁判所は、運営条約第
325条第 1項、第 2項の解釈に関する以下 2
点の問題について CJEUに先決裁定を求める
とした。一つには、運営条約第325条第 1項、
第 2項の解釈に関するものである。すなわち
これらの条項は、たとえそれが国内法令を排
除するのに十分な明確性を有していないとし
ても、あるいはたとえ時効に関する規則がこ
の国では実体的な規則であり法律主義の範疇
に含まれるとしても、刑事裁判所に、相当数
の事例において、連合の財政的利益に影響を
与える重大な詐欺の処罰を妨げる効果のあ
る、あるいはそのような詐欺について加盟国
の財政的利益に影響を与えるものよりも短い
時効を設定する、時効に関する国内法令を適
用しない（disregard）ことを要請するのかと
いうことである。そして二つには、Taricco I

裁定は、たとえ当該国内法令の排除がその国
の憲法秩序の最高原則に、あるいは各国憲法
で認められる不可侵の人権に抵触するとして
も、同様に国内法令の不適用を要請するの
か、ということである（46）。

 3 ．Taricco II事件2017年CJEU先決裁定（47）

　以上のような先決裁定の付託を受け、CJEU

は再び運営条約第325条の解釈を行い、新た
な先決裁定（以下、Taricco II裁定）を下す
こととなった。
　CJEUはまず上述の Taricco I裁定で述べら
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れた運営条約第325条の解釈を振り返り、問
題の国内法規定が相当数の事例において連合
の財政的利益に影響を与える重大な詐欺に対
して実効的かつ抑止的な刑罰を科すことを妨
げる効果がある場合、あるいはそのような詐
欺について加盟国の財政的利益に影響を与え
るものよりも短い時効を設定するものである
場合には、それは運営条約第325条の義務の
履行に逆行するものであるとみなされるとま
とめた（48）。
　その上で、そのような義務を履行するため
の規則を制定するのは、一時的には立法機関
の責任であるとし、国内立法機関が、いまだ
時効を迎えていない犯罪も含め、時効を延長
することは原則として罪刑法定主義に反する
ことはないと述べる（49）。ここまでの CJEU

の言述はほぼ Taricco I裁定の振り返りであ
るが、CJEUはここでこれに加えて、「刑事
罰の設定による EUの財政的利益の保護は
EU運営条約第 4条第 2項に規定されるとこ
ろの共有権限に属する事項である」として、
新たな議論を展開し始める（50）。
　すなわち CJEUによれば、本訴の関連する
時期（material time for the main proceedings）
においては、VATに関連する刑事手続に適
用される時効の規則は EU法によって調和
（harmonize）されておらず、それゆえ当時イ
タリアは、その国内法システムにおいて、時
効に関する規則が刑事実体法に含まれ、それ
ゆえ罪刑法定主義の原則に服すると規定する
ことは自由であったとする（51）。そして、権
限ある国内裁判所の側も、問題の刑事法規定
を適用しないことを決定する際に、被告人の
基本的人権の保障を求められるということ
は、Taricco I裁定でも述べられたところであ
るとし、Åkerberg Fransson事件先決裁定（52）

を引用しながら、国内の権限ある当局や裁判
所は、基本権憲章で規定される保護のレベル
や EU法の優位、統一性、実効性がそれに
よって損なわれない限り、国内法上の基本権

保護の基準を適用することは自由であると述
べた（53）。
　その上で CJEUは、刑事罰がかかわる際に
は罪刑法定主義の要請が満たされることは必
須であるとし、イタリア憲法裁判所の二つの
懸念を検討した。一つには、もし Taricco I

裁定以前に被告人が、運営条約第325条が
CJEUの述べる状況で問題の国内法規定の不
適用を要請するということを合理的に予測で
きなかった場合、そのような不適用は被告人
の権利を保障していることにならないのでは
ないかということ、そして二つには、どのよ
うな状況において当該規定の不適用が求めら
れるのかの特定を、罪刑法定主義によって課
される裁判所の裁量に対する制限に反せずに
行うことは不可能ではないか、ということで
ある（54）。
　CJEUは罪刑法定主義の原則の意義につい
て、これが EU法秩序においても国内法秩序
においても重要であるとしたうえで、同原則
は刑事法規定の「予測可能性（accessibility 

and foreseeability）」「明確性（precision）」「不
遡及（non-retroactivity）」を要請すると述べ、
この原則は基本権憲章第49条に規定され、同
憲章第51条に従って、EU法を履行する際に
も遵守されなければならないものであるとす
る。CJEUはこの罪刑法定主義の原則を、加
盟国に共通する憲法上の原則であり、かつ欧
州人権条約第 7条第 1項に代表されるように
各種国際条約にも規定されているとして、そ
の重要性を強調する。そして、このような
「予測可能性」「明確性」「不遡及」という罪刑
法定主義の原則の「諸要請（requirements）」
について、先に述べたように、イタリアはこ
れらを VAT関連犯罪の時効に対して適用す
ることは自由だったのであり、それゆえこれ
らがイタリアにおいては VAT関連犯罪の時
効についての規則に対しても適用されると述
べる（55）。
　以上のことから CJEUは、「問題の刑事法
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規定が、連合の財政的利益に影響を与える重
大な詐欺行為の相当数について実効的かつ抑
止的な刑事罰を科すことを妨げるものである
という Taricco I裁定58項の判断が、イタリ
ア国内法システムにおいて適用されうる時効
に関する規則の決定を不確実な状況に導き、
それゆえ法の明確性の原則に違反することに
なるかどうかを確かめるのは国内裁判所であ
る。もしそうであれば、国内裁判所は問題の
刑事法規定の不適用を義務付けられない。」
とし、続けて「上記の『諸要請』に基づき、
国内裁判所は、Taricco I裁定以前に VAT詐
欺を行った被告人についての刑事手続におい
て、問題の刑事法規定の不適用を免れられる
（preclude）。このことは Taricco I裁定53項に
おいて既に示されていたことであり、仮に問
題の刑事法規定が適用されないとすれば、被
告人は、遡及的に、行為時規定されていたよ
りも厳しい刑事責任の条件に服することにな
る。」と述べた（56）。そして CJEUは、国内裁
判所の行動についても Taricco I裁定で述べ
られたことを修正する。すなわち、「もし国
内裁判所が、当該刑事法規定の不適用の義務
が罪刑法定主義に反すると結論付けたなら
ば、例えそれが国家としての EU法違反の状
態を治癒するのだとしても、その義務に従う
必要はない。」とし、必要な措置は立法府が
とることになると判断した（57）。
　CJEUは結論として、Taricco I裁定で示さ
れた運営条約第325条に基づく国内法令の不
適用義務を再確認しつつ、次のような例外を
新たに提示した。すなわち「その不適用が法
の予測可能性の欠如（lack of precision）また
は行為時よりも厳しい刑事責任の条件を課す
法の遡及適用による罪刑法定主義原則の違反
を伴わない限り」、そのような義務が課され
ると判断したのである（58）。

 4 ．まとめ

　以上のように、イタリア憲法裁判所による

先決裁定の付託は、罪刑法定主義に関する自
国憲法の基本原則を持ち出し、CJEUの Taricco 

I裁定の国内における履行に「待った」をか
けたものである。このような憲法裁判所の反
応は、「対抗限界」論を実際に適用して履行
を拒否したわけではなく、あくまで CJEUに
対して先決裁定を求めたものであったが、実
質的には、自国憲法の最高原則を盾にして
Taricco I裁定の不履行を仄めかしながら、
CJEUに対して「あるべき EU法の解釈」を
提示しており、これはいわば「脅しをかける」
ものであったとの指摘もなされている（59）。
そして、これに対して CJEUの側も、上記
Taricco II裁定において、このようなイタリ
ア憲法裁判所の指摘をほぼ受け入れる形で、
Taricco I裁定における自身の EU法について
の判断を軌道修正している様子が伺える。そ
の様子から、この Taricco II裁定において
CJEUは、イタリア憲法裁判所が用いようと
した「対抗限界」論および、その背景にある
EU法の優位と自国憲法との関係についての
理解を受け入れたものであるとも指摘されて
いる（60）。
　このようなTaricco II裁定の評価としては、
以下のように分かれている。すなわち、国内
裁判所が、EU法それ自体のみならずそれを
解釈した CJEUの先決裁定に対して苦言を呈
し、CJEUがそれに応じて従来の解釈を変更
するという流れは、特に先決裁定を通じた
EU法の統一的解釈・適用という CJEUの先
決裁定制度の制度趣旨に逆行するように思え
る（61）が、他方で、必ずしもこのような観点
から批判を加えるものばかりではなく、むし
ろ個人の人権の保障や Taricco I裁定の不十
分さを修正したものとして肯定的に捉えるも
のもある（62）。
　そこで以下では、イタリア憲法裁判所が示
唆した「対抗限界」論の国際法上の意義を一
定程度明らかにするため、まず今回の Taricco I

裁定を端緒とする CJEUおよびイタリア憲法
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裁判所による一連の判断を素材とし、EU法
との関係でこれらの判断がどのように捉えら
れるのかを検討し、その上でそこから導かれ
る論理は EU法の文脈を離れてどれほどの射
程を有するのかを明らかにしていくこととする。

Ⅳ　「対抗限界」論の国際法上の意義

 1 ．「対抗限界」論とEU法

（a）　Taricco II 裁定の問題点
　まず Taricco I裁定と Taricco II裁定の違い
は、やはり運営条約第325条から導かれる義
務の国内的履行の手段および射程について、
新たな解釈が示されたことである。
　前者の国内的履行の手段については、
CJEUは Taricco II裁定において、国内裁判
所が当該 EU法上の義務としての国内法規定
の不適用を免れることができる（preclude 

the national court... from disapplying the 

provision）一定の状況を提示した（63）。Taricco I

裁定において CJEUは、一定の場合国内裁判
所に対して問題の刑事法規定を適用しないこ
とを義務付ける旨を示し、国内裁判所も EU

法の完全な履行の責任を負うことを明らかに
していた（64）が、Taricco II裁定においてはこ
の点を修正し、国内裁判所は、仮にそれがイ
タリアの国家としての EU法義務違反を引き
起こすものであっても、国内法規定の不適用
から免れられるとしているのである（65）。
　次に、第325条の規定から導かれる義務の
射程について、Taricco I裁定と Taricco II裁
定における EU運営条約第325条の解釈の変
更を可能にしたのは、Taricco II裁定の43項
で示された EUと加盟国の共有権限の理解で
ある。ここでの CJEUの理解は、VAT関連犯
罪の時効についての規則は EU法による統一
がなされていないため、イタリアはその国内
法秩序において当該犯罪に対する時効の問題
が刑事実体法の問題であるとすることは自由
であったということである（66）。このような

共有権限の理解は、イタリア憲法裁判所が先
決裁定付託の際に言及していたように、
CJEUの2013年 Melloni事件先決裁定におい
て示されていたことと符合している（67）。上
記分野が共有権限に属するということは
Taricco I裁定の時点でも同様であり、それゆ
え Taricco I事件において CJEUはこの点を見
逃していたのであり、Taricco II裁定でこの
点が修正されたと考えることもできよう（68）。
その意味でこの Taricco II裁定は、実質的に
は CJEU自身がこれまで堅持してきた EU法
の優位に対して、自ら各国憲法の基本原則と
いう例外を作り出したものであるとする批判
もある（69）。
　さらにこの点に関連する疑問として、今回
の Taricco II裁定と先例との違いが挙げられ
る。CJEUは自身の先例である Melloni事件
においては基本権憲章第53条の解釈として、
また Åkerberg Fransson事件先決裁定におい
ても、EUの補完性原則に妥当な考慮を払う
旨を規定する基本権憲章第51条第 1項を参照
し（70）、各国がその国内において、基本権憲
章上の保護のレベルを上回る保護の基準を適
用することができる場合を導き出している（71）。
しかしこれらの先例においては、問題となっ
ている事項が「共有権限」に属するとは明示
されておらず、逆に Taricco II裁定では「共
有権限」であることは明確にされているが、
この文脈において基本権憲章第51条、第53条
への言及がない（72）。このように、Taricco II

裁定で基本権憲章第53条に言及がなされな
かったことは、同裁定において問題とされて
いる「諸要請（予測可能性、明確性、不遡及）」
の法的性質についての CJEUのあいまいな言
及（73）と併せて考えれば、これらの「諸要請」
が、イタリア憲法裁判所が主張していたイタ
リア憲法上の基本原則ではなく、EU法上の
基本権保障の「諸要請」だったということを
示しているとも捉えられる（74）。
　このように考えれば、CJEUは付託された
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問題を、EU法と憲法との抵触ではなく、EU

法の範囲内での基本権保障の問題として捉え
直し、結論を出したということになる。この
ようにして抵触関係の再構成を行えば、一応
国内法に対する EU法の優位は保たれている
ことになるのである。CJEUの真の意図は裁
定の文言からは明確に読み取ることが難しい
が、各国憲法の基本原則による EU法の優位
の事実上の修正を CJEU自身が認めること
は、言わば自己否定になるということを考え
れば、Taricco I裁定の不十分さを受け入れた
上で、EU法の優位を守るために、国内法で
はなくあくまで EU法の問題であるという姿
勢をとったと考えることは不可能ではないだ
ろう（75）。
（b）　Taricco II 裁定と「対抗限界」論、憲法
多元主義

　他方で、Taricco II裁定において CJEUが
運営条約第325条と対置させた「諸要請」が
やはりイタリア憲法上のものであるとすれ
ば、イタリア憲法裁判所は実際には「対抗限
界」論を適用しなかったものの、CJEUは、
EU法の優位に対して各国憲法の基本原則と
いう「対抗限界」があるということを、
CJEUの側として初めて認めたものであると
の説明もできる（76）。そして、このような
CJEU自身による判断は、以下で検討するい
わゆる憲法多元主義の概念に照らすと、その
特徴がより浮かび上がってくる。
　憲法多元主義は、EU法との関係において
は、以下三つの特徴を有するとものであるさ
れる。一つには EU法秩序と加盟国法秩序の
それぞれがお互いの存在を承認し、EU法に
は CJEUが、国内法には国内最上級審が最終
的責任を負うため、EU法と憲法との抵触を
どちらの裁判所も解決できないということ、
二つには、EU法と加盟国法はそれぞれの別
個の法秩序ではあるが、同じ法制度の一部で
あり、相互に影響し合う非階層的法秩序を構
成するということ、そして三つ目として、

EU法と加盟国法の抵触は EU法によっては
解決できないため、両者の抵触は国際法的ま
たは政治的に解決せざるを得ず、それゆえ可
能な限り抵触を発生させない努力、具体的に
は CJEUと国内裁判所相互の「対話と協力」
が必要とされるということである（77）。その
ため、CJEUと国内裁判所相互の見解を調整
するための制度である先決裁定手続が重要で
あるとされ、近年、加盟国の国内裁判所、特
に憲法裁判所がこれまで消極的だった先決裁
定の利用に徐々に積極的になっている点も、
このような憲法多元主義の表れであると指摘
されている（78）。
　このような憲法多元主義の観点から、上述
の Taricco I裁定とイタリア憲法裁判所によ
る先決裁定の付託を振り返れば、イタリア憲
法裁判所が Taricco I裁定を受けて、「対抗限
界」論を適用するのではなく、先決裁定を求
めるという手段を採用したことも、上述の憲
法多元主義の表れであるとして説明しうる。
そして Taricco II裁定において、CJEU自身
が運営条約第325条の義務に対す制約として
の罪刑法定主義を加盟国の憲法に共通する原
則であると述べていると解すれば、これを
もって Taricco I裁定で示した運営条約第325
条の義務を一部修正していることから、CJEU

自身が上述の憲法多元主義を、単に現状を外
から説明するための概念にとどまらず（79）、
EU法の優位に対抗しうるものとして規範的
な効果を認めたものと捉えることもでき（80）、
そしてその意味で、Taricco I裁定を端緒とす
る今回の一連の事例においてイタリア憲法裁
判所が「対抗限界」論を適用せず、CJEUも
イタリア憲法の基本原則への配慮を示したこ
とから、Ⅲで検討してきた一連の事例の流れ
は、憲法多元主義が想定するところの、
CJEUと憲法裁判所との「対話・協力」であ
るとも捉えられよう（81）。
　もっとも、今回イタリア憲法裁判所が「対
抗限界」論を適用していたとしても、これが
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憲法多元主義の想定する CJEUとの「対話・
協力」を否定して自国憲法の範囲内に立てこ
もったものだと評価すべきではないかもしれ
ない。なぜなら、「対抗限界」論が各国憲法
の基本原則という限定的な限界を設けている
点に鑑みれば、憲法裁判所による「対抗限界」
論の適用も、必ずしも憲法多元主義と相反す
るものではなく、実質的には憲法多元主義の
考えと大きく離れるものではないとも考えら
れるからである（82）。以下では「対抗限界」
論と憲法多元主義の関係についてこのような
理解を前提として検討を進めていく。
　そこで、次なる問題は、このような「対抗
限界」論および憲法多元主義の概念が、EU

法を離れてどの程度通用するものであるのか
である。そこで以下ではこの点を、「対抗限
界」論を実際に適用して ICJ判決の履行を拒
否したとされるいくつかの事例を比較対象と
して、一定程度明らかにしていくこととする。

 2 ．ICJ との関係における「対抗限界」論 
および憲法多元主義

（a）イタリア憲法裁判所判決238/2014に見る
「対抗限界」論および憲法多元主義

　上述のように（本稿Ⅱ2.参照。）イタリア
憲法裁判所の238号判決は、憲法の最高原則
を基に ICJ判決の履行を拒否したことから、
「対抗限界」論を実際に適用した事例である
とされるが、本稿では以下これを上記 Taricco 

II裁定において CJEUが示した「対抗限界」
論あるいは憲法多元主義に対する姿勢に照ら
して改めて検討し、そこから見いだせる限り
においてではあるが、EU法の文脈を離れた
一般国際法における国際法の優位と「対抗限
界」論、そして憲法多元主義との関係につい
ての整理を試みることとする。
　まず「対抗限界」論を用いて ICJ判決の履
行を実質的に拒否した上記238号判決が強硬
な姿勢を貫いたのは、Taricco I裁定に関して
は、先決裁定を再度求めるという選択肢が存

在していたのに対し、CJEUとは設立目的が
異なり、そのような制度のない（83） ICJについ
て、その判決に従う義務を負う国の国内裁判
所が、今一度 ICJに判決の真意を問うという
ことは難しいという現実によるものとも考え
られる。EU法の文脈における憲法多元主義
が先決裁定制度の存在を前提としているので
あれば、ICJと国内裁判所の直接的な「対話・
協力」は想定できないことになり、上記238
号判決も、ICJ判決に対する単なる抵抗であ
ると評価されることになる。
　しかし、国内裁判所が ICJ判決に対して
「対抗限界」論を適用したとされる他の事例
については、当該国内裁判所の判断に対し
ICJ自身がその見解を述べており、これが
ICJと国内裁判所の「対話・協力」と見なし
うるかどうかは検討の余地がある。以下この
事例を検討する。
（b）アメリカ連邦最高裁Medellín v.Texas 事
件に見る「対抗限界」論および憲法多元主義

　ICJは、2004年のいわゆるAvena事件判決（84）

において、領事関係条約第36条の義務違反を
回復するための救済は、アメリカが、アメリ
カの裁判所において、それぞれの事例につい
ての再審および再検討を許可することである
と判断していた（85）。この ICJ判決を受けて、
ICJ判決で問題とされた個人から自身の裁判
の再審および再検討を請求されたアメリカ最
高裁は、2008年の判決において、Avena事件
判決のアメリカ国内における自動執行性を憲
法上の権力分立の観点から（86）否定し、判決
の履行をその限りにおいて拒否したのであ
る（87）。このような判断も「対抗限界」論の
適用であると評されているものである（88）

が、この判断に対して原告メキシコは ICJに
解釈請求を行い、アメリカ最高裁の対応の是
非を ICJに問うたのである。
　解釈請求の中でメキシコは、上述の ICJの
Avena事件判決における再審および再検討の
義務は、ICJ判決がアメリカ国内において自
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動執行性を有することを意味すると主張して
いたが、ICJは2009年の解釈請求判決におい
て、当該判決は「アメリカの国内裁判所が…
直接効を与えることを要請されているとはど
こにも明示または示唆して」おらず、アメリ
カに履行のための手段を選択する余地を与え
ており、そのような履行のための手段とし
て、「合理的な期間内での適切な立法を排除
しない」としたのである（89）。
　このような Avena事件判決とその後の解
釈請求判決における ICJの姿勢は、元の判決
において裁判所における即自的な救済を示唆
しておきながら、解釈請求判決において、そ
れを実現するためには立法による措置でもよ
いとする解釈を与えており、このことは、判
決の履行という局面におけるアメリカ憲法上
の権力分立の要請に ICJが配慮したものとも
捉えられ、その意味で連邦最高裁の判決とそ
の後の ICJの解釈要請判決は、憲法多元主義
に沿った「対話・協力」であると考える余地
はあるかもしれない。
（c）「対抗限界」論および憲法多元主義が国際
法の優位に及ぼす影響

　以上検討してきた事例から考えれば、現実
を説明するという意味では、EU法の文脈に
おけるそれに比してあいまいな部分が多いも
のの、憲法多元主義が想定する国際裁判所と
国内裁判所の「対話・協力」が ICJとの関係
で全く考えられないとは言い切れないであろ
う。このような結論は、国際法秩序と国内法
秩序の関係についての現状とそこから生じる
問題を解決する必要性に裏打ちされる。すな
わち、国際法の内容が国内法に密接に関連す
るものになってきているという状況におい
て、国際法と各国憲法の基本原則が抵触する
際、国際法秩序と国内法秩序の境界をまたい
でその抵触関係についての最終的な判断を行
う機関は現実に存在せず（90）、また ICJも、
その判決によって影響を受ける個人の権利や
利益、その根拠となる各国憲法の基本的価値

の意義を十分に考慮できるわけではないた
め、その点の考慮は国内裁判所が国内法に基
づいて行うことが望ましいとも指摘されるの
である（91）。
　ただしこのような結論には若干の留保が必
要である。まず、上述の2009年の解釈請求判
決における ICJによる判断は、あくまでも
Avena事件判決で認定された義務違反の救済
方法、そして Avena事件判決自体の履行の
手段は当事国の裁量であるとしたものであ
り、Taricco II裁定に見られたような、条約
上の義務の内容を修正するものではない。そ
のように考えれば、実際に「対抗限界」論を
適用して ICJ判決の履行を拒否したアメリカ
連邦最高裁判決を憲法多元主義の観点から肯
定的に評価することには、Taricco I裁定を受
けたイタリア憲法裁判所の対応や CJEUの
Taricco II裁定の場合よりもさらに慎重にな
る必要があると思われる。
　さらに、上記の点とも関連するが、Ⅳ1.（b）
でも述べたように、EU法の文脈においては、
憲法多元主義やその線に沿った「対抗限界」
論の適用が、EU運営条約第 4条 2項や第 6
条 3項等の観点から法的に認容される余地が
ないわけではない、ということである（92）。
他方で EU法の文脈を離れた場合、条約法条
約や国家責任に関する国際慣習法の規則の観
点から、それを正当化するような新たな条文
解釈や国際慣習法が確立したと言い得るほど
の統一された実行があるわけではない（93）。
その点から考えれば、Taricco I裁定を端緒と
した一連の事例と、ICJ判決の履行を巡るイ
タリアとアメリカの事例を、憲法多元主義と
いう線の上に同列に並べることには慎重にな
るべきであるし、またそれが可能であったと
しても、その両者の距離は大きく離れている
と言えよう。

V　おわりに

　以上本稿においては、IIにおいて、これま



30―　　―

青森法政論叢19号（2018年）

でイタリア憲法裁判所の判例において EU法
との関係で構築されてきた「対抗限界」論に
ついて、近年の研究でその射程の拡大が指摘
されており、CJEUと EU加盟国の関係を離
れて一般国際法においても「対抗限界」論の
意義を検討することには一定の価値があると
し、Ⅲにおいてはそのような検討の足掛かり
となる Taricco I裁定、それを受けたイタリ
ア憲法裁判所の先決裁定付託、そしてイタリ
ア憲法裁判所の主張を大幅に認め、実質的な
判例変更を行った Taricco II裁定の相互関係
を確認した。
　その上でⅣの 1において、上述の Taricco 

II裁定から見いだせる EU法上の問題を、主
として憲法多元主義の観点から検討し、この
裁定において CJEUが憲法多元主義の概念に
EU法の優位に対抗しうるものとしての規範
的な効果を認めたものと捉えることもでき、
そしてその意味で、Taricco I裁定から始まっ
た今回の一連の事例は、憲法多元主義の理念
に基づく、CJEUと憲法裁判所とのより穏健
的な「対話・協力」であるとも言えるという
ことを明らかにした。続くⅣの 2においては、
これに照らして、ICJ判決との関係で「対抗
限界」論を適用したと考えられる事例を検討
した。その結果、ICJの側も国内裁判所によ
る「対抗限界」論に対して一定の配慮をして
いるとも捉えられる事例があることから、EU

法の文脈において主張される、憲法多元主義
に沿った国際裁判所と国内裁判所の「対話・
協力」が ICJとの関係で全く考えられないと
は言い切れないということ、ただしそうであ
るとしても、それは CJEUと国内裁判所の関
係とは異なり、同列に置くことには慎重にな
る必要があるということが明らかとなった。
　以上の点から最初に述べた本稿の目的を振
り返り、本稿において明らかになった点をま
とめるとすれば、国際法と国内憲法の基本原
則の相克を解決する、すなわち国際法と憲法
の二者択一的な状況を解消するための理論構

築の可能性は、少なくとも EU法の文脈を離
れた場合には、現時点では低いと言わざるを
得ないということである。これはある種当然
の結論であると評されるであろうが、このこ
とは現状を追認し、問題の解決をあきらめる
べきということを意味するわけではない。現
状の国際法秩序と国内法秩序の関係を前提と
しても、将来的な問題の解決に向けて本稿に
おける検討の結果から示唆されることはあ
る。以下この点を二点に分けて指摘しておく。
　一つには、本稿における検討からは、EU

法の文脈で主張される憲法多元主義の概念を
一般国際法についても援用していくことで、
ICJと国内裁判所の対話・協力という形で問
題の柔軟な解決を図る可能性は、少なくとも
否定はされないということである。無論、憲
法多元主義や「対抗限界」論が、無条件で国
際法の優位を修正するものであるとは考えら
れず、それゆえ国内裁判所による「対抗限界」
論の適用を、単に一国の自己都合による国際
法の無視ではなく、憲法多元主義の観点から
肯定的に評価するためには、やはり国際法秩
序と国内法秩序において保護されるべき共通
の価値の存在と、国内裁判所が援用する憲法
の基本原則の内容がそれに合致するというこ
とが必要であると思われ、今後そのような価
値の存在自体や、その内容についてさらなる
探求が進められるべきであろう（94）。
　また二つ目として、一点目で指摘した点と
も関連するが、国際法秩序と国内法秩序にお
いて共有されている一定の価値の内容が確定
されていない現状において、国際法と各国憲
法の二者択一を「裁判」という場で解決する
ことは困難であるという点である。特に ICJ

に関しては、そこで問題とされている国家間
紛争と、その国家間紛争の契機となった国内
における紛争や、あるいは ICJの判決後に当
該判決の履行を迫られる国内裁判所における
紛争は、そもそも構造を異にしており、それ
ゆえそれぞれにおける紛争の解決が意味する
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ところや、その際に重要視される価値には齟
齬が生じうる。この齟齬は ICJと国内裁判所
の役割の違いから必然的に生じるものであ
り、その意味では、少なくとも本稿で問題視
した事例において見られたような相克が表面
化した遠因は、当初国内法秩序において生じ
ていた紛争および、国際法秩序に持ち込まれ
形を変えた紛争の両方を一つの「裁判」で解
決しようとしたことにあるとも思われる。そ
のため、国内における紛争が結果として国家
間紛争となってしまった場合にも、その平和
的処理のための種々の方法の中で、発端と
なった国内法秩序における紛争を含めた包括
的な紛争解決を可能とするような方法を模索
していく努力も、紛争当事国には必要だとも
言えよう（95）。
　国際法秩序と国内法秩序の関係の変容ある
いは両者の接近は現代的現象であり、本稿に
おける検討は、国際法と各国憲法の基本原則
の相克の解決策の提示のための小さな一歩に
過ぎない。特に、Ⅳで検討した憲法多元主義
の概念および「対抗限界」論が ICJとの関係
でどのように捉えられるのかについては、本
稿での検討は問題の提起にとどまり、今後本
稿で検討した事例以外の ICJ判決および国内
判例を含めて、改めて精査される必要があ
る。加えて、関連する国際裁判所や国内裁判
所の実行は日々生じていくであろうし、本稿
で検討した事例から見いだせる難問に対する
国際法学や憲法学の観点からの解決策の提示
も今後なされていくであろう。これらを踏ま
えて今後進められるべき研究は、広く現代に
おける国際法の存在意義や、紛争の平和的解
決の在り方という問題にも、一定の視座を提
供すると思われるのである。
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